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1．は じ め に
1970年代末からのアメリカ，イギリスを中心とする自由主義経済政策の流
れと，80年代末からの東ヨーロッパ民主化，ソ連崩壊後の移行経済導入の動
きにより，産業の構造転換がもたらす経済効果への関心が一気に高まった。現
在においても規制緩和を含め，この種の民営化路線が各国政府における重要な
政策課題となっている。また，公企業と私企業からなる混合寡占が広く市場経
済に見受けられるものの，時世の流れに応じ，両タイプ間における線引きの判
断基準もその都度見直されるべきであり，その根拠としても民営化問題の分析
は重要な位置を占め続けている。
De Fraja and Delbono（1989）を嚆矢とする，こうした公企業民営化問題の
議論であるが，企業数の増加とともに市場内における公企業存在の優位性低下
が，そこでは明らかにされてきた。1）この De Fraja-Delbonoモデルの特徴は，以
下の通りである。まず，①公企業の目的は総余剰の最大化であり，対称的な技
術条件を持ち，私企業との違いは目的関数のみとなっている。2）また②構造が同
時手番であり，クールノー・タイプの数量競争である。更に他の技術的な点と
しては，③同質財，④線形逆需要関数，⑤同一の2次費用関数，⑥企業数が外
生変数とされていること，などの諸仮定が挙げられる。以上により，企業が多
くなればなる程，そのとき社会厚生上の観点からは公企業の存在は正当化し難
くなる。つまりは産業内の企業数が少ない場合には公企業の設立，あるいは私
企業の国営化は当初において望ましいかもしれないものの，企業数が増え，や
がてマーケットが成熟するにつれて公企業は新たに設立されるべきでなく，む
しろその目的と役割を終え，民営化こそが進められるべきであろうとの結論に
至る。3）
その後の拡張の方向性については，①政府の持ち株比率を考慮した部分民営
化政策，②製品差別化，③シュタッケルベルク・モデル分析，これと関連して
④リーダー・フォロワーの役割交換，更には⑤生産補助金の導入，⑥研究開発
の導入，⑦労働組合の導入，⑧情報の非対称性の考慮等がある。4）
さて公企業の民営化問題というとき，混合寡占を前提に民営化の是非が従来
からの論点となっている。80年代以降の先進国における規制緩和を含めた民
営化路線とともに90年代以降に本格化した旧社会主義国による市場経済への
移行の中で，その問題意識と対象が公企業の意義と民営化の手順・方法にあっ
たからである。つまり混合寡占を前提とすると，その念頭にある公企業をその
まま維持するか，それとも私企業に転換するかどうかの是非の問題に帰着す
る。しかし前提とされている状況を逆に純粋寡占とすれば，そこにおいては公
営化こそが問題となってくる。つまり，私企業のみの状態を続けるか，市場に
存在しない公企業を私企業から敢えて転換・公営化させるかである。もちろん
混合寡占の分析においては両面からの解釈が可能である。いずれにせよ，ここ
では前稿を受け公企業の存在価値を念頭に，複占を含みながらも，最終的には
3企業のケースを対象とし，公企業と私企業が共存する混合寡占および公企業
が存在しない純粋寡占とが比較される。より正確には補完財も含めた異質財を
前提に，利潤と社会厚生それぞれに関して混合寡占と純粋寡占との比較が為さ
れ，私企業の利潤および社会厚生について改善される可能性が吟味されること
になる。5）
さて本稿の構成であるが，まず次節において製品差別化の取り扱いについて
議論する。その後，まず3節で前稿の議論をまとめ，差別財と共通する線形費
用関数の想定の下，価格競争下の2企業による複占を取り扱うことでモデルの
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基本構造を概観しておく。続く4節においては，ほぼ同様の手続きで3企業の
ケースを取り上げ，市場と差別化に関する設定をより一般化し，3節の結果と
比較する。最後に5節において全体がまとめられる。
2．民営化問題と製品差別化
De Fraja-Delbonoモデルにおいて，総余剰最大化行動を取る公企業の存在が，
なぜか必ずしも総余剰を増大させることにはならない可能性が指摘された。そ
こでは数量競争の下，社会が期待する行動原理を文字通り，公企業として実行
しているにもかかわらず，結果が伴うことなく，なぜか求められる役割を果た
しえないという矛盾をはらんだ結論となっている。公企業による総余剰最大化
行動による直接的効果が市場での私企業との相互作用の介在により，図らずも
総余剰の増大につながらないこととなっている。このようにゲーム理論は寡占
という相互依存関係下での経済現象を分析する強力なツールであり，そこでの
最適な規制のあり方について多くの示唆を与えてくれる。
ミクロ経済学のテキストに必ず登場する完全競争と独占という競争形態はそ
の市場条件が180度異なるようで，実は状況に共通する側面も存在する。それ
は市場における競争相手を意識する必要があるかどうかという点である。完全
競争状態では競争相手が極めて多く，規模も小規模なものとなり，相手から自
らへの影響も，逆に自らから相手への影響も，何ら及ぼし得なくなっている
（価格支配力がゼロの状況）。他方，独占では潜在的には新規参入の可能性には
絶えず晒されてはいるものの，独占である限りは，文字通り，単「独」で市場
を「占」めている状況と言える（究極の価格支配力発揮の状況）。分類上では
寡占がそれら両者の中間スペクトラムの状況を指すこととなり，図らずも相互
に影響することを意識し合わざるを得ない戦略的な競争形態となっている。そ
のため，寡占の最低企業数は2となり，それがちょうど前稿で取り上げた複占
のケースに該当する。そこでは計算が煩雑とならないように，当初においてシ
ンプルなモデル設定として置かれた仮定③を修正することで，仮定⑤から離れ
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ることができるようになり，新たに可能となった線形の費用関数の想定の下，
寡占を視野に入れながら，まず複占から分析を始めた。同質財ではなく，むし
ろ差別財を想定した議論である。つまりは消費者の選好がヘテロジニアスであ
り，そのため財は完全に代替的でなく，ましてや完全に差別的でもない状態の
ことである。
具体例を挙げれば，そのような状況での逆需要関数は例えば次のようなもの
となる。6）

このとき，すなわち財 i と j 間の代替性の程度がたまたま1である完全
代替という特殊ケースにおいては，両財を単純に足し合わせることができる。
逆を言えば同質財で完全に代替的である限り，企業間で異なる価格設定を行い
得ないことになる。程度の差こそあれ，異質財であれば異なる価格付けが可能
となる。不完全競争下であれば元々一定程度，市場支配力を持っているが，こ
こでは製品差別化により，その支配力をより高めるよう作用することになる。
本稿ではどの程度差別化されているか，つまり製品差別化の程度を製品差別度
とし，これをパラメータとして扱うことにする。代替財としては一般的には
の値を取り，そのためを製品差別度と呼びうる。は完全
差別化のケースであり，製品差別度は1となる。その財に関しては事実上の独
占であり，他企業の生産量にはまったく影響され得ない。この方向性を掘り下
げると，理論的には更に θ がその値を下回ることも可能であろう。つまり θ
がマイナスのケースである。そのとき財の関係性は補完的と言え，ともに補完
財の関係となる。特にの特殊ケースでは，完全補完財に該当すること
になる。
以上をまとめよう。で同質財，つまり完全代替財，で代替財，
で独立財，つまり完全差別財，で補完財，最後にの
とき，完全補完財である。ただし以下，本稿での分析に際しては
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
であると再定義し，逆需要関数を新たに

として扱う。7）これが線形の関数を用いながらも製品差別化を考慮した逆需要関
数である。このように当該財の価格に与える効果は－b に，当該財以外の財が
価格に与える効果は代替性の程度を表す係数 θ に，それぞれ特定化される。
混合寡占と純粋寡占との比較，特に社会厚生の比較の際には，De Fraja-
Delbonoモデルにおいて2次費用関数が決定的に重要であった。8）本稿では単純
化のため線形を仮定するため限界費用が一定とされる。De Fraja-Delbonoモデ
ルにおいて2次費用関数が果たしていた役割に代え，本稿のモデルでは一貫し
て差別財が前提とされ，製品差別化の程度がパラメータとして取り扱われるこ
とになる。
3．複 占
最初に家計の最適行動から始める。家計は実質上，効用を最大化するように
差別財の消費量を決定する。具体的には2財に対する需要量とを定め
る。効用関数は







 ⑴
とされ，2次関数に特定化される。Dixit（1979）において用いられたもので
あり，これにより得られる家計による効用最大化のための1階条件が，差別化
の程度を表す θ をその係数として含む線形逆需要関数となることが知られて
いる。9）実際，ここでも次のような2財，，それぞれに関する家計の効用最
大化条件になっており，
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

  ⑵
および


  ⑶
が対応して得られる。またここにおいて2階条件から

でなければならず，そのため

となることが分かる。つまり，θ は絶対値で b を下回ることを強いられ，
で2財が完全代替的なケースとで完全補完的なケースは，ここ
ではともに排除されねばならないことになっている。また後の便宜のため，こ
こにおいて逆需要関数⑵，⑶式を効用の定義式⑴に代入することで





 ⑷
と変形しておこう。
更に逆需要関数⑵，⑶式を連立させ，そこで得られる式をとについて
解くと，それぞれ



⑸
および



⑹
であるが，これら⑸，⑹式を企業ごとの利潤に代入することで，
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


⑺
および



⑻
が得られる。
ここまではモデルにおける共通の想定の下，直接的に導かれる結果となって
いた。以上を踏まえた上で，以下において，1企業の目的関数の相違のみを反
映した2つのケース，混合複占と純粋複占を順次それぞれ取り扱い，変数に関
する比較のための準備を行っておくことにする。
3．1 ケースⅠ：混合複占
ケースⅠでは民営化が為されていない場合について分析される。公企業と私
企業との混合複占が分析対象となる。ここでは公企業の行動原則を⑺式におい
て収支ゼロの状況と定義する。公企業に対してはこのゼロ利潤原則に
より
 ⑼
である。価格に関し自由度はない。他方，私企業に対してはその利潤⑻式の最
大化条件と⑼式より


 
	


		

⑽
を得る。これが私企業の反応関数となる。以上，⑼，⑽両式によりそれぞれの
価格が決定される。因みに自由度を持つ私企業における θ の に対する影響
について確認しておくと






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であり，マイナスの効果を持っていることが分かる。つまり，ここでは代替
財，補完財にかかわらず代替性の程度が高まるにつれ，私企業によって価格水
準がより引き下げられることになる（逆は逆）。
また両企業の生産量を求めておこう。ここでは



⑾
および



⑿
である。利潤は



⒀
となり，この⒀式がここでの私企業の利潤関数となる。同様に効用水準



⒁
を得るが，この⒁式がここでの効用関数である。最後に⒀，⒁式をそのまま利
用することで，混合複占における社会厚生を求めると，

	

⒂
となる。
3．2 ケースⅡ：純粋複占
他方，ケースⅡにおいては，公企業が存在していない状況が取り扱われる。
解釈としては公企業が民営化された場合，または公企業が設立される以前の状
態を念頭に置いている。分析は以下の通りである。ケースⅠと同様に，企業利
潤と社会全体に与える影響を視野に入れ，順次，議論を進める。まず，ともに
2つの私企業による利潤最大化条件は，⑺，⑻式の導関数
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

 


⒃
および


 


⒄
であり，2企業それぞれの反応関数となる。ただしここで両企業は対称的な扱
いとすることから，と置くことができる。そのとき⒃または⒄式
より，p について解くと純粋複占における価格水準は，容易に導かれるように



⒅
となる。先のケースと同様に，θ の p に対する影響については，この式から直
ちに確認されるように






であり，マイナスの効果を持っている。つまり，代替性の程度が高まるにつ
れ，やはりここでも企業によって価格水準がより引き下げられることになる
（逆は逆）。
同様に生産量に関してとすると，



⒆
となる。更に利潤に関してもとし，



⒇
である。最後に，ここでの効用水準が



21
となるため，この21式を前の⒇式で表される私企業の利潤と合わせることで，
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純粋複占における社会厚生，



22
が求まることになる。
3．3 比較
これで2種類の複占を比較するための準備が整った。以下，補完財も含めた
一般的な製品差別化の状況を前提に，ケースⅠの混合複占とケースⅡの純粋複
占との比較を行う。まず，価格に関する比較から始めよう。公企業のゼロ利潤
条件より，民営化の前後にかかわらず私企業の価格は利潤がプラスである限り
公企業のそれを上回る。また混合複占下と純粋複占下における私企業の価格の
大小関係は⑼，⑽，および⒅式により














 








となる。つまり代替財のときには，純粋複占下における企業の価格＞混合複占
下における私企業の価格，補完財のときには逆に，混合複占下における私企業
の価格＞純粋複占下における企業の価格，そして独立財のときには一致する。
次は企業の生産量について見ておく。10）大小関係は⒀，⒁，および⒇式により











となる。混合複占下における公企業の生産量＞純粋複占下における企業の生産
量＞混合複占下における私企業の生産量である。実は混合複占下における公企
業の生産量と純粋複占下における企業の生産量との差は純粋複占下における企
業の生産量と混合複占下における私企業の生産量との差を上回っている。この
ことが正しいことは，混合複占の総生産量が純粋複占の総生産量を上回ってい
ることを確認すればよい。実際，混合複占と純粋複占の総生産量の差は
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




であり，ここでの仮定の下，確かにプラスとなっている。
続いて私企業の利潤に関する比較である。ケースⅠの混合複占下における私
企業の利潤⑾式とケースⅡの純粋複占下における企業の利潤⒆式の差を導出す
ると，結果は











 








である。私企業にとっては代替財のとき，ライバルの民営化が自らの利潤を増
加させることになる。補完財のときにはライバルが民営化すると自らの利潤が
減少することになる。独立財のときにはライバルの民営化が自らの利潤に及ぼ
す影響はなく，効果は無差別である。このように企業レベルでは民営化が望ま
れるのは，ライバルとの財の関係が代替的な場合に限られる。
最後に社会厚生に関する比較である。ここでも私企業の利潤に関して行った
比較と同様に，両ケースの差を導出する。ケースⅠの混合複占における社会厚
生を表す⒂式とケースⅡの純粋複占のそれに対応する22式との差を取ること
で，大小関係が引き出されうる。ここで2階条件を満たすとき，両者の関係は











 








となる。解の範囲	と b の間においてのみ公企業の民営化
が正当化できることになる。つまり代替性の程度が小さいとき，特にマイナス
であり補完財のときにおいては，民営化が正当化できないことになっている。
この点は図1を参照されたい。11）
節を代え，企業数を増加させたときに以上の民営化を正当化するための条件
が，どう変化するのかを見てみよう。
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4．寡 占
前節を踏まえ，そこでのモデルをそのまま複占から3企業へと拡張する。12）
民営化前には混合寡占の状況で，ここでも公企業を唯一企業1のみとし，他に
私企業として企業2と企業3が存在する状況を考える。もし公企業である企業
1が私企業へ転換するのであれば，そのときの民営化後においては3個の私企
業による純粋寡占の状況となる。
さて効用関数はここでの設定では










23
と変更される。この効用関数23を踏まえると，後は前節と同様の手続きにより
ストレートに，今度は3種の逆需要関数
図1 のグラフ
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および


  26
が導かれることになる。また逆需要関数24～26式を連立させ，そこで得られる
式をそれぞれ生産量について解くと


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となるが，これら27～29式を企業ごとの利潤に代入することで，


	
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



30


	
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および
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を得る。ここまではモデルにおける共通の想定の下，単純に導かれた結果と
なっている。以上を踏まえた上で，以下において，1企業の目的関数の相違の
みを反映した2つのケース，混合寡占と純粋寡占を順次それぞれ取り扱い，本
稿における最終的な比較のための準備とする。
以上から容易に確認できるように，ここでは3企業それぞれが生産する財の
間における差別化の程度として3種類の係数が考慮されなければならなくな
る。ただし，比較する際，単純化のためとし，差別化の程
度に関しては，後に明らかとなるように，対称的に扱われる。本節では2階条
件から

のみならず，更には

が仮定されなければならない。このことは補完財の際に，その程度に関して制
約をより強めなければならないことを意味する。また多少議論を先取りする
と，24～26式を代入することで，効用関数23式を






 33
と簡略化できることになる。
4．1 ケースⅠ：混合寡占
さてケースⅠでは民営化が為されていない場合について分析される。公企業
と2つの私企業間における混合寡占が分析対象となる。ここでは公企業の行動
原則を30式の収支ゼロと定義する。このため公企業に対してはゼロ利潤原則
により
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 34
である。他方，私企業に対してはその利潤30，31式の最大化条件


 




35
および


 




36
である。ここで先に触れたように代替性の程度を同一とし，対称的に取り扱う
ことで



37
および



38
を得る。これが2つの私企業の反応関数である。以上，37，38両式により，私
企業それぞれの価格が決定される。2つの私企業は対称的であり，そのため
34，37，および38式より価格は



39
となる。因みに θ の に対する影響については






であり，マイナスの効果を持つことが確かめられる。つまり，代替性の程度が
高まるにつれて，私企業によって価格水準がより引き下げられることになって
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いる（逆は逆）。
生産量に関しては，まず公企業で27式に34と39式を代入することにより



40
が得られ，同様に，他の2私企業で



41
となる。また利潤に関しては公企業に対する想定により

他の2私企業に対しては



42
となり，この42式がここでの利潤関数となる。40と41式を⑷式に代入すること
で直ちに効用水準

	

43
を得る。この43式はここでの効用関数である。最後に42と43式を利用して2私
企業による混合寡占経済における社会厚生を求めておくと，

			

44
となることが容易に確認できる。
4．2 ケースⅡ：純粋寡占
前節と同様，このケースⅡにおいても公企業が存在していない状況が取り扱
われる。公企業が民営化された場合，または公企業が設立される以前の状態で
ある。ケースⅠと同様，最終的に企業利潤と社会厚生体に与える影響を考え
16 松山大学論集 第28巻 第2号
る。まず，価格から始める。ここでの利潤最大化条件は





および 


であるから，企業1に対する条件式，すなわち前ケースにおける公企業に関す
る34式に代え，他の2企業に対する35と36式とパラレルに，私企業として





45
を用い，3式の間で統一された扱いとなる。更にそこにおいて係数も全て θ
とし対称的とするのであれば，結局，45式は



46
のように変更される。この46式と先の37，38式が合わさって純粋寡占下におけ
る反応関数体系となり，先に触れた対称的な取り扱いにより，純粋寡占におけ
る価格水準としては



47
が得られる。先のケースと同様に，θ の p に対する影響については，この式か
ら直ちに確認されるように





 48
であり，マイナスの効果を持っている。つまり，代替性の程度が高まるにつ
れ，やはりここでも企業によって価格水準がより引き下げられることになる
（逆は逆）。
価格と同様に生産量に関しても



49
であり，利潤に関しても同様に
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が得られる。最後にここでの効用水準は



51
となるため，この51式を50式で表される3私企業の利潤と合わせることで，純
粋寡占経済における社会厚生として



52
が得られることになる。
4．3 比較
これで2種類の寡占を比較するための全ての準備が整った。早速，補完財も
含めた製品差別化を前提としたケースⅠの混合寡占とケースⅡの純粋寡占との
比較を実際に行ってみる。
まず，価格に関する比較からである。2階条件等が満たされているとき，公
企業のゼロ利潤条件34式と39，47式の比較により，私企業の価格は公企業のそ
れを上回ることが分かる。その上で混合寡占下と純粋寡占下における私企業の
価格の大小関係は

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

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となることも確かめられる。つまり代替財のときには純粋寡占下における私企
業の価格＞混合寡占下における私企業の価格，補完財のときには混合寡占下に
おける私企業の価格＞純粋寡占下における私企業の価格，そして独立財のとき
には一致する。混合寡占で公企業が限界費用まで価格を引き下げると，代替財
のときには私企業はそれに引きずられ，純粋寡占下を下回る水準まで価格の低
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下を余儀なくされる。補完財のときにはちょうど逆転した作用となり，私企業
は価格を上昇させる。こうして代替財のときには戦略的補完関係が成立し，他
方，補完財のときには戦略的代替関係が該当すると言える。
次に生産量に関して比較してみる。それぞれ大小関係は40，41，および49式
により










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となり，混合寡占下における公企業の生産量＞純粋寡占下における私企業の生
産量＞混合寡占下における私企業の生産量となっていることが確認できる。
尚，寡占の比較においても複占と同様，総生産量の差は






であり，混合寡占における総生産量＞純粋寡占における総生産量となってい
る。このことは，混合寡占下における公企業の生産量と純粋寡占下における企
業の生産量とのプラスの差が混合寡占下における2私企業の生産量と純粋寡占
下における残り2企業分の生産量とのマイナス差を補って余りある程であるこ
とを示している。
続いて私企業の利潤に関する比較である。ケースⅠの混合寡占下における私
企業の利潤42式とケースⅡの純粋寡占下における企業の利潤50式の差を取る
と，結果は
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
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である。私企業にとっては代替財のとき，ライバルが民営化すると自らの利潤
が増加し，他方，補完財のときにはライバルの民営化が自らの利潤を減少させ
ることになる。独立財のときにはライバルの民営化が自らの利潤に及ぼす影響
はなく，無差別となっている。このように比較の結果，複占と同様，企業レベ
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ルで民営化が望まれるのは，ここでもライバルとの財の関係が代替的な場合に
限られることが確かめられる。
最後に社会厚生に関する比較である。先の私企業の利潤に対しての比較と同
様に，ケースⅠの混合寡占において社会厚生を表す44式，そしてケースⅡの純
粋寡占のそれに対応する52式との差を取ることで




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であり，解の範囲	
と b の間においてのみ公企業の民営化が正当化でき
ることが分かる。つまり，複占に比して代替財のとき民営化正当化の範囲は広
がるものの，依然として補完財のときには一切正当化できないことになってい
る。以上の点は図2を参照されたい。13）
図2 のグラフ
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5．結 び
本稿では，価格競争下における製品差別化での公企業民営化の是非を論じ
た。分析対象は公企業と私企業が市場内で共存する状況と私企業のみが存在す
る状況であり，両者を比較することで，民営化前後の比較となっている。
この種の議論の出発点となった De Fraja and Delbono（1989）で問題が取り
扱われた際には，数量競争下，同質財で限界費用が逓増する技術条件を仮定し
ていた。前稿と本稿においては価格競争下，異質財を想定した上で，単純化の
ため，敢えて限界費用一定かつ同一とした。
結論としては，ほぼ前稿で明らかとなっているように，まず複占において
は，企業レベルで民営化が正当化できる可能性は，ライバルとの財の関係が代
替的な場合であり，また社会全体では代替財であるだけでなく，かつ代替性の
程度が相対的に十分に大きいときでなければならない。また今回，新たに分析
がなされた3企業で構成される寡占下においては，複占下と同様，企業レベル
で民営化が正当化できるのは，ライバルとの財の関係で代替的な場合に限られ
ている。また社会全体における影響では代替財であるだけでなく，かつここで
も依然として代替性の程度が相対的に十分に大きいときでなければならない
が，それでも正当化の範囲は複占のときより若干広まっている。こうして，寡
占経済下における製品差別化と民営化効果の関係が，企業数を増加させたとき
に成立する民営化正当化のための条件として吟味できたことになる。
ただ，任意の私企業数を限定していたことや代替性の程度を対称的に取り
扱っていたことなど，課題も多い。今後の検討材料である。
（付記）
本稿は2014年度に交付を受けた松山大学国内研究助成による成果の一部である。
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注1）初期の代表的論文を含めた理論的系譜と動向に関しては，De Fraja and Delbono（1990），
Basu（1993）16章を参照。
2）独占企業など大企業には市場の競争的圧力が弱く，効率上のロスが生じがちであること
が X非効率性として知られている。これについては小田切（2001）2章を参照。当然，「親
方日の丸」と揶揄されることから，公企業においては私企業以上に内部的な非効率性が存
在しうると言えるかもしれない。しかしながら，ここでは敢えて私企業との差異は目的関
数のみと考えている。この私企業にとってのハンディキャップにもかかわらず，民営化の
メリットが存在しうるのかどうかを確認するためである。
3）公企業の民営化問題の発展を概観した包括的内容としては，松村（2005），山崎（2008），
都丸（2014）を参照のこと。
4）以上の知見を基に，その後に為された拡張に関しては，Choi（2012），Ghosh and Mitra
（2010），Haruna and Goel（2015），Matsumura（1998）などを参照のこと。
5）この分野の他の研究としては，松本（2000）9章を参照されたい。
6）これについては小田切（2001）3章を参照のこと。
7）藤田（2011）3章の定式化に合わせた想定になっている。ただし以下，確認できるよう
に，結論は異なっている。
8）George and La Manna（1996）ではタイプ間で限界費用を一定としながらも，公企業が上
回る非対称性を仮定している。
9）また，この点に関しては Singh and Vives（1984）も参照されたい。
10）本稿においては一般的に異質財が扱われているものの，ここでは生産量の比較や生産量
の合計の際に特別な換算は行ってはいない。敢えて単純に，種類の異なっている物を一括
してカウント（通算）していることになる。
11）ただし，ここでは b＝1としていることに注意されたい。
12）数量競争下でのこの問題のより一般的な取り扱いについては，松本（2016）を参照され
たい。
13）ここでもグラフは b＝1として得たものであることに注意されたい。
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